
















２　設備利用料
単　位 金　額

一式１回につき 4,070
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 200
一式１回につき 400
一式１回につき 500
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 500
１本１回につき 50
１個１回につき 50
１枚１回につき 200
１組１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 300
一式１回につき 300
１枚１回につき 100
１台１回につき 300
１時間につき 3,360
１時間につき 2,240
１時間につき 5,090
１時間につき 20,370
１時間につき 61,110
１時間につき 81,480
１分につき 10,180
３分間につき 50
１回につき 50
１組１回につき 200
１面１回につき 7,380
１面１回につき 5,500
１面１回につき 10,490
１面１回につき 5,290
１組につき 1,010
１組につき 1,520
１組につき 500
１組につき 1,010

バスケットボール用器具 １組１回につき 2,030
バレーボール用器具 支柱、審判台等 １組１回につき 200
バドミントン用器具 支柱、審判台等 １組１回につき 100
テニス用器具 支柱、審判台等 １組１回につき 200
卓球用器具 卓球台、ネット等 １組１回につき 100
ソフトバレー用器具 支柱、ネット １組１回につき 100
インディアカ用器具 支柱、ネット １組１回につき 100
フットサル用器具 １組１回につき 300
ロングマット １枚１回につき 50
電光得点表示板 １回につき 1,010
液晶プロジェクター 一式１回につき 1,830
資料提示装置 一式１回につき 910
音響設備 一式１回につき 2,030
演台　　 一式１回につき 200
簡易ステージ １台１回につき 50
イベントパネル １枚１回につき 200
シャワー室 １回につき 50
長机　　 １台１回につき 20
椅子　　 １脚１回につき 10
新体操用マット 女子用 一式１回につき 1,010
トランポリン  １台１回につき 300
ストップウォッチ １個１日１回につき 50
テント １組１日１回につき 300
移動観覧席  １日一式につき 2,030

３　夜間照明料及び照明施設の加算使用料

利　　用　　区　　分 単　位 金　額
6,110
5,090
3,050
1,010
6,110
5,090
2,030
1,010
1,010

500
500
250

7,120
3,560
3,560
1,780
5,340
2,670
2,670
1,340
3,560
1,780
1,780

890
1,520

760
1,300

650
760
380

４　冷暖房使用料
利　　用　　区　　分 単　位 冷　房 暖　房
第１研修室 １時間につき 300 300
第３研修室 １時間につき 300 300
放送室 １時間につき 100 100
大会運営室 １時間につき 100 100
メインアリーナ １時間につき 11,200 8,650
サブアリーナ １時間につき 2,750 2,440
第１研修室 １時間につき 300 300
第２研修室 １時間につき 300 300
第３研修室 １時間につき 300 300
第４研修室 １時間につき 300 300
視聴覚室 １時間につき 400 400

１時間につき 100 100
研修室 １時間につき 100 100

テニス場

１時間につき
３０分につき
１時間につき
３０分につき
１時間につき
３０分につき

全面３０分につき

全面３０分につき

全点灯

３/４点灯

１/２点灯

全点灯

３/４点灯

１/２点灯

全面１時間につき
全面３０分につき
全面１時間につき
全面３０分につき

２分の１面３０分につき
全面１時間につき
全面３０分につき

２分の１面３０分につき

全面１時間につき

２分の１面１時間につき

全面３０分につき

全面１時間につき

全面１時間につき

営利を目的としない場合
入場料等を徴収しないとき

広告加算

陸上競技場

全灯 ３０分につき
２/３点灯 ３０分につき
２/５点灯 ３０分につき
１/１０点灯 ３０分につき

営利を目的とする場合

シャワー室（テニス場）

鳥取県
民体育

館

３０分につき

メインアリーナ

サブアリーナ

大会運営室

バスケット台、ファール回転表示器等

鳥取県立布勢総合運動公園基準利用料金表

テニス場

入場料等を徴収するとき

走高跳用器具

ヤリ投用器具

写真判定装置

入場料等を徴収しないとき
入場料等を徴収するとき

野球用器具

人工芝

多目的掲示板

大型映
像装置

鳥取県民体育館

区　　　　　分

サッカー固定式ゴール設置
ラグビー固定式ゴール設置
ソフトボール固定式ポール設置

テニス用器具

シャワー室

ホッケー

芝グラウンド用
ペイント代

２分の１面３０分につき

トラック競争用器具
ハードル競争用器具
障害物競争用器具
走幅跳・三段跳用器具

棒高跳用器具
砲丸投用器具
円盤投用器具
ハンマー投用器具

マラソン競争用器具

アーチェリー的

陸上競技用具

陸上用バトン
ストップウォッチ
イベントパネル（ポールを含む。）
テント

ホッケー用器具

陸上競技場

野球場

サッカー（一般）
サッカー（少年）
ラグビー

２分の１面１時間につき

全点灯

１/２点灯

１/４点灯

野球場 ３０分につき
球技場

ホッケー用ゴール設置

２分の１面１時間につき

ラグビー用器具
サッカー用器具

競技用器具等一式
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鳥取県立布勢総合運動公園管理業務仕様書 

            

この仕様書は、鳥取県立布勢総合運動公園（以下「布勢公園」という。）の指定管理者が行う業務の内容及

び履行方法等を示すものである。指定管理者は、業務の履行に当たり、公の施設としての性格を十分認識し、

日常又は定期に必要な保守・点検業務を行うことにより快適な施設環境を作るとともに、施設利用の促進に努

めるものとする。 

 

１ 管理運営方針 

（１）公の施設であることを念頭に置いて、公平な利用を確保しながら管理運営を行うこととし、正当な理由

なくして特定の団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

（２）利用者が安全かつ快適に施設を利用できるよう、又各施設の機能が最大限に発揮されるように適正な維

持管理を行うとともに、効率的な運営による経費の節減に努めること。 

（３）県の競技スポーツの振興を図る中核的施設として、高度な施設機能を確保の上、全県及び全国規模等の

競技大会等が円滑に開催できるよう適切な管理運営を行うとともに、全国規模の大会の招致や競技力向上

及び競技者育成の促進に努めること。 

（４）県民の生涯スポーツやレクリエーション活動の振興を図るため、大会、イベントの開催に配慮するとと

もに、布勢公園の多様な施設を活用した各種講習会、体験学習会等を開催し、県民の健康増進に努めるこ

と。 

（５）利用者の声を事業計画書に反映させるとともに、管理運営にあたり常に利用者の要望の把握に努めなが

ら利用者の満足度を高めていくこと。また、公園の各種施設や自然環境の紹介に努め、公園利用の促進を

図ること。 

（６）県と密接に連携を図りながら、管理運営を行うこと。 

 

２ 管理の基準 

（１）有料公園施設の設定 

   布勢公園の有料公園施設は、指定管理者があらかじめ知事の承認を得て決定すること。なお、有料公園

施設は、（２）に掲げる現行の有料公園施設を標準として設定すること。 

（２）公園施設の利用時間及び休園日 

  ア 有料公園施設の利用時間及び休園日は、指定管理者があらかじめ知事の承認を得て決定すること。た

だし、とっとり県民の日（９月１２日）及び９月の第２土曜日及びその翌日は、休園日としてはならな

い。また、利用時間には、その日の始業及び終業の作業に要する時間は含まないものであること。 

  イ 知事から指示があった場合には、指定管理者は、利用時間及び休園日を臨時に変更することができ

る。 

  ウ 有料公園施設以外の公園部分は、原則として常時開放すること。なお、適正な公園管理のためやむを

得ず一部の施設の利用時間等を制限する場合は、あらかじめ県に報告すること。 

  【現行の有料公園施設の利用時間及び休園日】                                                               

有料公園施設 利 用 時 間 休 園 日 

テニス場（夜間照明のな

いテニスコートに限る）、

補助競技場、多目的広

場、投てき場 

午前９時から午後５時（４月１

日から９月３０日までの間にあ

っては、午後７時）まで 

１月１日から同月３日まで及び１２

月２９日から同月３１日までの日 

陸上競技場、野球場、球

技場、テニス場（夜間照

明のないテニスコートを

除く） 

午前９時から午後９時まで 

資料１３ 
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（３）受付・案内業務 

   利用者からの口頭・電話等による問い合わせ及び公園施設の利用申し込みに対して、受付・案内する業

務。 

   なお、公園に関する意見・苦情等に適切に対応するとともに、県に関わるものについては、速やかに県

に報告を行うこと。 

（４）利用許可・取消し業務 

 【利用許可】 

  ア 有料公園施設の利用の許可について、鳥取県都市公園条例（昭和５４年鳥取県条例第３１号。以下

「都市公園条例」という。）第８条第３項の規定に基づき、次のいずれかに該当する場合を除き、利用

の許可を行うこと。なお、管理上必要があると認めるときは、利用の許可に条件を付すること。  

  （ア）公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

  （イ）有料公園施設の施設設備をき損し、若しくは汚損し、又はそのおそれがあると認められるとき。 

  （ウ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す

る暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認め

られるとき。 

  （エ）（ア）から（ウ）までに掲げる場合のほか、有料公園施設の管理上支障があるものとして、規則で

定める場合に該当するとき。 

     なお、指定管理者は、（ウ）に該当する利用でないことを確認するため、県に照会することができ

る。この場合、県は、該当の有無について、鳥取県警察本部に照会を行う。 

  イ 利用許可に係る業務は、指定管理者が、あらかじめ定めた規程に基づき実施すること。この場合に

おいて、指定管理者は、当該規程を県に届け出ること。利用者の手続を定めるに当たっては、利用者

にとって簡便な方法となるよう配慮すること。なお、９の（１１）の県立施設予約システムを使用す

ること。 

  ウ 利用許可に当たっては、利用申込書において、都市公園条例に規定する行為の制限等の規定の遵守及

び利用許可の制限に該当する利用でないことを誓約させるとともに、鳥取県警察本部への照会がなされ

る場合があることについて、利用申込書に明記するなどして周知すること。 

  エ 業務に当たっては、施設の公平な利用や安全性の確保について十分に配慮すること。 

【利用許可の取消し】 

   都市公園条例第１１条の規定に基づき、利用の許可を受けた者が次のいずれかに該当すると認められる

ときには、利用許可を取り消すことができる。 

  ア 都市公園条例若しくは都市公園条例に基づく規則又はこれらの規定に基づく処分に違反したとき 

  イ （７）のア又はイの命令に従わないとき。 

  ウ 利用許可の条件に違反したとき。 

  エ 詐欺その他不正の行為により利用許可を受けたとき。 

  オ アからエまでに掲げる場合のほか、布勢公園の管理上支障がある行為をし、又はそのおそれがあると

き。 

（５）行為許可・取消し等業務 

【行為許可】 

都市公園条例第７条第１項各号に掲げる次の行為の許可を行うこと。なお、許可にあたっては、県が

別途作成するマニュアルに沿って行うこと。（行為の許可は、現在、県が行っているが、令和６年４月以

鳥取県民体育館 午前９時から午後１０時まで ・１月１日から同月３日まで及び１

２月２９日から同月３１日までの

日 

・毎月第３火曜日（その日が休日

（国民の祝日に関する法律（昭和

２３年法律第１７８号）に規定す

る休日をいう。）に当たるとき

は、その直後の休日でない日） 
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降は、指定管理者が行うこととする。令和５年度中に県が行った許可のうち、許可期間の終期が令和６

年４月以降のものは、指定管理者が許可したものとみなす。） 

ア 物品の販売その他の営業を行うこと。 

イ 物品を頒布すること。 

ウ 募金、署名運動その他これらに類する行為をすること。 

エ 集会、展示会その他これらに類する催しのために都市公園の全部又は一部を独占して利用するこ

と。 

なお、次のいずれかに該当する場合は、許可をしないことができる。また、都市公園の管理のため必

要な範囲内で条件を付することができる。 

    オ 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。   

    カ  都市公園を損傷し、若しくは汚損し、又はそのおそれがあると認められるとき。 

    キ 暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団の利益になると認められるとき。 

【行為許可の取消し等】 

都市公園条例第１７条第１項の規定に基づき、行為の許可を受けた者が次のいずれかに該当すると認め

られるときには、行為許可を取り消し、その効力を停止し、又はその条件を変更することができること。 

ア 都市公園条例若しくは都市公園条例に基づく規則又はこれらの規定に基づく処分に違反したとき。 

イ 行為許可の条件に違反したとき。 

ウ 詐欺その他不正の行為により許可を受けたとき。 

エ (７)のア又はイの命令に従わないとき。 

また、都市公園条例第１７条第２項の規定に基づき、行為の許可を受けた者が次のいずれかに該当 

すると認められるときには、上記と同様に、行為許可を取り消し、その効力を停止し、又はその条

件を変更することができること。 

オ 都市公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じたとき。 

カ 都市公園の保全又は公衆の都市公園の利用に著しい支障が生じたとき。 

キ オ及びカに掲げるもののほか、公益上やむを得ない必要が生じたとき。 

（６）占用許可・取消し等業務 

都市公園法第６条第１項の規定に基づき、指定管理者以外の者が布勢公園の設置目的の範囲内で行う

都市公園法第７条第１項第６号に規定する定型的な仮設工作物の設置に対して占用の許可を行うこと。 

また、許可にあたっては、県が別途作成するマニュアルに沿って行うこと。（当該占用許可は、現在、

県が行っているが、令和６年４月以降は、指定管理者が行うこととする。令和５年度中に県が行った許可

のうち、許可期間の終期が令和６年４月以降のものは、指定管理者が許可したものとみなす。） 

なお、占用許可は、都市公園の占用が公衆のその利用に著しい支障を及ぼさず、かつ、必要やむを得な

いと認められるものに限る。 

（７）措置命令等 

   都市公園条例第１０条第１項から第３項までの規定に基づき、次に掲げる措置命令等をすることができ

る。 

  ア 布勢公園の適正な管理を図るため必要があると認めるときは、布勢公園を利用する者に対し、必要な

措置を命ずることができる。 

  イ 都市公園条例の規定に違反し、又はそのおそれのある者に対しては、布勢公園への入園を拒み、又は

布勢公園から退去を命ずることができる。 

  ウ 都市公園法に規定する知事の許可を受けて布勢公園を利用する者が ア の命令に従わないときは、知

事に当該許可の取消しその他の処分を求めることができる。 

（８）利用料金 

   有料公園施設等の利用に係る利用料金は、別添の布勢総合運動公園基準利用料金表の料金を標準とし

て、指定管理者があらかじめ知事の承認を得て決定すること。この場合において、知事が承認する利用料

金の額は、原則として、審査時に提出された事業計画書のとおりとし、指定期間中に利用料金をこれより

高く設定することは認めない。ただし、新たなサービスの付加や料金区分の新設、法令の改正等により、

利用料金を設定又は改定する場合は、この限りでない。 

 



4 

 

（９）利用料金の減免等 

   指定管理者は、利用料金を減免する場合には、その旨規定した減免に関する基準を作成し、あらかじめ

知事の承認を得ること。この場合において、別添の都市公園減免事項に掲げるものについては必ず減免す

るものとし、その減免率は、現行の減免率を標準とすること。 

（１０）利用料金の徴収・減免・返還業務 

   （４）の許可に係る利用料金等の徴収・減免・返還に係る業務は、指定管理者があらかじめ定めた規程

に基づき実施すること。この場合において、指定管理者は当該規程を県に届け出ること。なお、利用者の

手続を定めるにあたっては、利用者にとって簡便な方法となるよう配慮すること。 

（１１）利用調整業務 

   大会等の開催及びそれに伴う駐車場等の施設利用を円滑に行うため、以下に示した大会や行事の規模別

に、利用調整を行うこと。 

   ・中国ブロック以上の大規模な大会や行事、県高等学校総合体育大会など県内の学校が参加する主要な

大会、その他指定管理者が必要と判断した大会や行事…利用年度の前々年度 

  ・上記以外の大会や行事…利用年度の前年度 

   利用調整は、利用を希望することが想定される者に対し事前に的確に案内したうえで、大会や行事の内

容や性質によって優先度を考慮し、適切に判断すること。 

   そのため、指定管理者は利用調整の基準を規程等によりあらかじめ定め、事前に県に届け出ること。 

   なお、令和６年度の利用調整については、前年度中（令和５年度）に実施する調整結果を引き継ぐこ

と。 

 

３ 施設別留意事項 

  各施設の委託業務の実施に当たっては、次の事項に留意すること。 

（１）陸上競技場 

   県内唯一の日本陸上競技連盟の第１種公認陸上競技場として、陸上競技の県大会、全国大会等の大会が

円滑に開催できるよう適切に維持管理し、利用の促進を図ること。芝グラウンドは、サッカー、ラグビー

等のハイレベルな大会の開催が可能な西洋芝（ティフトン等）グラウンドとしているので、別添の芝グラ

ウンド利用基準を参考に適切な利用基準を定め、利用者に周知の上、適切な利用の促進を図ること。ま

た、大型映像装置の利用促進を図ること。 

（２）補助競技場 

   日本陸上競技連盟の第３種公認陸上競技場として、第１種公認の陸上競技場と併せて各種大会に利用さ

れるとともに、競技者等の練習場所として利用される施設であるため、適切に維持管理し、利用の促進を

図ること。なお、芝グラウンドについては、別添の芝グラウンド利用基準を参考として適切な利用基準を

定め、利用者に周知の上、適切な利用の促進を図ること。 

（３）球技場 

   サッカー、ラグビー等球技専用の競技場として陸上競技場と同様の西洋芝（ティフトン等）グラウンド

としているので、各種大会等が円滑に開催できるよう適切に維持管理を行い、利用の促進を図ること。な

お、芝グラウンドについては、別添の芝グラウンド利用基準を参考として適切な利用基準を定め、利用者

に周知の上、適切な利用の促進を図ること。また、更衣室シャワー室を設置しているので、適切に維持管

理すること。 

（４）多目的広場 

   芝グラウンドはソフトボール、サッカー、ラグビー等の各種球技の大会や練習場所として利用可能な西

洋芝（ティフトン等）グラウンドとしているため、適切に維持管理を行い、利用の促進を図ること。な

お、競技者以外の利用者による広場としての利用についてもその促進を図ること。芝グラウンドについて

は、別添の芝グラウンド利用基準を参考として適切な利用基準を定め、利用者に周知の上、適切な利用の

促進を図ること。 

（５）野球場 

   県内の主要な野球場のひとつであるため、各種大会等が円滑に開催できるよう適切に維持管理し、利用

の促進を図ること。 
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（６）投てき場 

投てき及びアーチェリーの競技場として、適切に維持管理し、利用の促進を図ること。なお、安全のた

め、投てきとアーチェリーの同時利用は認めないため、利用競技の割り当てを行う等、適切な管理運営を

図るとともに、アーチェリーでの利用にあたっては、鳥取県アーチェリー協会と調整の上、一定の利用条

件を定めること。 

（７）県民体育館 

   県内で最大規模の体育館であるため、各種大会等が円滑に開催できるよう適切に維持管理し、利用の促

進を図ること。 

   サブアリーナに設置されているクライミングウオールの利用に当たっては、利用者の事故防止等のた

め、鳥取県山岳協会の会員その他の十分に指導監督を行う能力を有する者が利用指導を行う場合に限り利

用許可を行うこと。 

   ※メインアリーナについては、改修工事により令和５年度から令和６年６月３０日まで利用停止予定。 

（８）トレーニングルーム 

   陸上競技場のトレーニングルームは、主に競技者が競技力向上のために使用し、県民体育館のトレーニ

ングルームは、競技者及び競技者以外の一般利用者が体力向上のため使用している。指定管理者は、利用

状況を勘案し、安全管理に努めるとともに、利用者に対し、利用指導等を適切に行うこと。 

   トレーニング機器類は、常に良好な状態に保つとともに、故障等が生じた場合には速やかに修理等を行

うこと。 

（９）テニスコート 

   県内で最大規模の面数を有するテニスコートであるため、各種大会等が円滑に開催できるよう適切に維

持管理し、利用の促進を図ること。 

（１０）遊具施設 

   布勢公園には、おもしろ広場、コミュニティー広場等に遊具が設置され、多くの幼児、児童等に利用さ

れている。指定管理者は、日常点検及び専門技術者による定期点検を行い、これらを適切に維持管理し、

安全確保に努めるとともに、修繕等が必要な場合は速やかに対応すること。 

（１１）桜の園その他の広場・施設 

   布勢公園内の桜の園をはじめとする広場・施設は、多数の一般利用者がレクリエーションや憩いの場所

として利用している。指定管理者は、これらの施設を適切に維持管理し、施設を活用した利用の促進を図

ること。なお、桜の園は、花見の場所としても利用されているが、利用者マナーの確保が図られるよう留

意し、管理を行うこと。 

（１２）トリムの森その他緑地 

   布勢公園内にはトリムの森の他、多数の緑地が整備されており、潤いのある公園環境を利用者に提供し

ている。指定管理者は、公園利用者が樹木・植物に親しむことができるよう、緑地を適切に維持管理し、

緑地環境を利用した公園利用の促進を図ること。 

（１３）駐車場  

   競技大会、イベント等（以下「大会等」という。）により駐車場の混雑が予想される場合は、大会等の

主催者に対し、交通整理員の配置等、安全性及び利便性の確保のための措置をとるよう指導すること。 

   また、駐車場の適切な管理に努め、不審車両や不法占用車両等が発生しないよう留意すること。なお、

不法占用車両等が確認された場合には、速やかに県に報告すること。 

（１４）ふれあい広場 

   令和５年度にふれあい広場を改修し、ゲートボール場とふれあい広場の一部をクレイ補装し、令和６年

度中に供用開始予定である。改修後は、臨時駐車場、ゲートボール、ペタンク等、多目的に利用できる広

場となるため、適切に維持管理を行い、利用の促進を図ること。（別添「ふれあい広場改修工事計画平面

図」参照） 

 

４ 施設設備の維持管理 

  指定管理者が行う委託業務を一括して他の者に委託することはできない。ただし、委託業務のうち、清

掃、警備、植栽管理等一部の業務を専門の事業者に委託することができる。なお、委託しようとする場合

は、あらかじめ事業計画書に記載すること。 
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  また、委託する場合には、指定管理者は、受託者の業務の実施日、実施場所、実施内容等布勢公園の管理

に必要な事項を把握し、必要に応じて適切な指示を行うとともに、作業の完了を確認し、業務記録等を作

成し、指定期間終了後５年間保存すること。 

  指定管理者は、施設又は設備に異常を発見し、利用者の安全確保等のための応急措置、修繕等の必要があ

る場合には、速やかに必要な処置を講ずること。 

（１）清掃業務 

公園内の建物内、園路、芝生及びトイレ等の清掃業務。 

   業務については、別添の布勢総合運動公園維持管理仕様書（以下「布勢維持管理仕様書」という。）に

基づき実施すること。 なお、美観又は衛生において良好な状態に保つことができないおそれがある場合

は、この仕様書の記載の有無にかかわらず、指定管理者は良好な状態を保つために必要な処置を講じるこ

と。 

（２）設備等保守点検業務 

   公園内の施設・設備・機械等の法令等に基づく点検及び機能・安全性確保のための保守点検等を行う業

務。 

   業務については、別添の布勢維持管理仕様書に基づき実施すること。なお、安全又は管理運営に支障が

ある場合は、この仕様書の記載の有無にかかわらず、指定管理者は良好な状態を保つために必要な処置を

講じること。 

（３）消防・警備業務 

   消防及び警備により公園内の安全を確保する業務。消防法の規定に基づく保守点検並びに休園日及び閉

館時間における火災、防犯等への適切な対応を講じる業務。 

   業務については、別添の布勢維持管理仕様書に基づき実施すること。なお、安全又は管理運営に支障が

ある場合は、この仕様書の記載の有無にかかわらず、指定管理者は必要な処置を講じること。 

（４）日常点検業務 

目視点検等により、施設・設備・園路等の日常点検等を行う業務。 

   目視点検等は、主要な施設について１日１回以上行い、異常等が認められた場合は速やかに必要な処置

を講じること。 

（５）遊具点検保守業務 

   目視等による日常点検並びに専門技術者による定期的な点検を行う業務。 

   設置されている遊具はすべて使用可能な状態を維持すること。ただし、故障など遊具の使用に危険が生

じる場合には速やかに使用禁止とし、修繕等の必要な措置を講じること。また、撤去、改良等を行う場合

は、県にあらかじめ協議すること。 

点検業務については、別添の布勢維持管理仕様書に基づき実施すること。なお、この仕様書の記載の有

無にかかわらず、指定管理者は安全な状態を確保するため必要な処置を講じること。 

（６）体育施設管理業務 

   スポーツ競技大会等の開催に対し、良好な施設・設備の提供を図る業務。 

   布勢公園は、第１種公認陸上競技場や県内最大規模の体育館を有する等、大規模な大会が開催できる県

内唯一の施設であることから、体育施設管理士の資格を有する職員を１名以上配置するとともに、適正な

管理体制を確保し、良好な施設・設備の提供を図ること。 

（７）植栽管理業務 

公園内の植栽樹木及び芝生等の維持管理及び競技場の芝グラウンドの維持管理を行う業務。 

   業務については、別添の布勢総合運動公園維持管理仕様書に基づき実施すること。なお、景観又は生

育、安全面において良好な状態に保つことができないおそれがある場合は、この仕様書の記載の有無にか

かわらず、指定管理者は良好な状態を保つために必要な処置を講じること。 

（８）修繕業務 

   施設、設備及び備品（以下「施設等」という。）を正常に保持し、適正な利用に供するよう日常的に保

守点検を行い、施設等の保全に努めると共に、施設等の部品交換、補修修繕及び修繕情報の記録・保存を

行う業務。 

   指定管理者の負担により行う業務の範囲は基本的に以下のとおりであり、施設等の損傷又は不具合を発

見した場合は、施設等の安全性及び安定的な利用を確保するために必要な応急処置を行うこと。 
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  ア 日常的な管理で必要となる消耗品又は部品の交換 

  イ 発注１件当たり２５０万円未満の施設等の修繕（改良など原状復旧以外の方法による場合は、あらか

じめ県に協議すること。） 

  ウ 施設等の現場状況等を勘案し、県が管理上必要と判断した修繕内容のうち指定管理者へ指示するもの 

    上記以外の修繕については、指定管理者が修繕箇所を調査の上、県に報告を行うものとする。県は、

対応について、指定管理者と協議した上で、管理上修繕が必要であると判断したものについて、県の負

担による修繕を実施する。 

    なお、修繕情報の記録については、指定管理者において、修繕内容、写真等を整理の上、保管し、指

定管理期間終了時に次期指定管理者に引継ぎを行うこと。 

※修繕とは、施設等の劣化若しくは損傷部分又は機器の性能若しくは機能を実用上支障のない状 

態まで回復させることをいう。 

※発注１件とは、修繕の内容、要因、実施時期などを勘案し、同一業種の業者に発注するものを 

いう。 

（９）その他の施設・設備 

   その他の施設・設備についても、次の事項に留意の上、必要な措置を講ずること。 

ア 利用者が快適に利用できる環境を維持すること。 

イ 施設及び設備の機能及び環境を維持すること。 

 

５ スポーツ・レクリエーション振興 

（１）利用指導業務 

  ア 施設・設備や遊具等の利用方法の指導 

    施設・設備や遊具等の利用方法について、利用者が適正に使用できるよう、又、事故が発生すること

が無いよう十分な指導・説明を行うこと。 

  イ トレーニングルームの利用方法の指導等 

    陸上競技場及び県民体育館のトレーニングルームの管理運営に当たっては、利用者への適切な指導、

説明、助言等（以下「利用指導等」という。）に努めること。なお、県民体育館トレーニングルーム

は、競技者だけでなく、一般利用者が多いことから、トレーニング指導の可能な職員やボランティア等

を配置し、利用指導等の充実に努めること。 

（２）スポーツ・レクリエーション振興業務 

  ア 競技スポーツの振興業務 

    県の競技スポーツの振興を図るため、全県及び全国規模等の競技大会の円滑な開催が図られるよう、

公園施設の利用調整及び運営の支援に努めること。また、全国規模の競技大会の開催や競技力の向上及

び競技者の育成を図る講習会、強化練習等については、各種競技団体と連携し、利用の促進を図るこ

と。 

  イ 身近なスポーツ・レクリエーションの振興業務 

    県民の生涯スポーツやレクリエーション活動の普及推進を図るため、各種団体、機関等と連携し、公

園の各種施設や広場、緑地を利用したイベント、講習会等の積極的な企画、開催に努めること。また、

利用者の体力・健康の増進及びスポーツ技術の習得等の要望に対し、各種団体等と連携し、可能な限り

技術的な指導や相談に応じること。 

  ウ 体験学習プログラムの実施 

    公園内の多様な施設や豊かな自然環境等を活用した体験学習会等のプログラムを、年間５回以上、延

べ１５０人以上の参加者が得られるよう実施し、環境・緑化意識の醸成や心身の健康づくり等、布勢公

園の魅力を活かした利用促進を図ること。なお、指定管理者は、事業についてあらかじめ事業計画書に

記載し、県の承認を得て実施すること。（別添「体験学習プログラム例」参照。） 

  エ 障がい者スポーツの普及振興に係る事業の実施 

障がい者が暮らしやすい社会づくりに向けて、障がい者が利用しやすい施設運営を実現するための

取組を行うとともに、障がい者スポーツの普及振興に係る事業を実施すること 
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６ 利用促進、サービス向上 

（１）宣伝広報業務 

   公園の利用促進のため、次に掲げる宣伝広報業務を行うこと。 

  ア パンフレット（リーフレット）及び料金表の作成・配付 

  イ ホームページの作成・公開 

  ウ その他、公園の利用促進に有効な宣伝・広報 

（２）自主事業の実施 

   指定管理者は、公園の利用促進のため、県の承認を受けて、自ら利用料金以外の料金を徴収する事業

（以下「自主事業」という。）を実施できる。なお、自主事業を実施しようとする場合は、あらかじめ事

業計画書に記載すること。ただし、自主事業の内容が都市公園にふさわしくないもの又は公序良俗に反す

るものである場合は、承認しない。 

なお、指定管理者が県の承認を受けて実施する自主事業については、都市公園条例に基づく県の許可

は要しないが、適宜、都市公園法に基づく許可を必要とする。 

（３）施設及び設備の設置 

  ア 施設及び設備の設置等 

  （ア）指定管理者は、布勢公園の利用者のサービス向上を図る目的で、新規に施設及び設備を設置するこ

とができるほか、施設内の模様替えを行うことができる。この場合においては、あらかじめ県に協

議を行うこと。 

  （イ）留意事項 

   ａ  施設の設置等を行った場合は、指定管理者の負担において指定管理期間終了までに原状に回復する

こと。ただし、県との協議により、これによらないこととすることができる。 

   ｂ  施設又は設備が、布勢公園の設置目的に反するものでないこと。 

  イ 自動販売機の設置 

  （ア）設置の報告 

     施設内の自動販売機の設置については、施設利用者の利便性向上の一環として指定管理者の業務範

囲とするものであること。 

     また、設置にあたっては、都市公園法第５条第１項の規定に基づき、鳥取県知事の許可が必要であ

るため、設置許可申請を行うこと。 

     なお、自動販売機設置に係る収入は、指定管理者が自らの収入として収受することができる。 

（イ）留意事項 

   ａ 公園施設の設置目的、防災面、施設機能等を考慮した上で、必要な台数とすること。なお、現在の

設置場所及び台数は、別添の自動販売機設置状況一覧のとおりである。 

   ｂ 設置に当たっては、次の点を要件とする。 

   （ａ）ビール、清酒等のアルコール類及びたばこは、販売しないこと。 

   （ｂ）青少年に有害な書籍、玩具等は、販売しないこと。 

   （ｃ）ゲーム機類は、設置しないこと。 

   ｃ 自動販売機等の設置を他の業者へ再委託する場合は、あらかじめ事業計画書に記載すること。 

   ｄ ｃの再委託に当たっては、書面により契約を締結すること。この場合において、契約の終期は、指

定管理期間の終期を限度とすること。 

（４）その他 

   指定管理者は、公園利用の促進を図るため、積極的に利用促進に資する事業の企画や利用者ニーズの把

握・広報などに努めること。 

      また、地域に根ざした公園利用の促進を図る観点から、ボランティアや住民との連携に努めること。 

 

７ 事件、事故の防止措置と緊急時の対応 

（１）緊急時の対応 
ア 指定管理者は、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等についての対応マニュ
アルを作成し、緊急事態の発生時には適確に対応すること。なお、緊急時の対応マニュアルは、あらか
じめ県に報告を行うこと。 



9 

 

イ 利用者、来場者の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣の医療機関等と連携し、適確に対応する
こと。 

ウ 次のいずれかに該当する場合には、布勢公園の使用について県の指示に従わなければならない。 
（ア）地震等の災害、武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の

安全の確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）第１条に規定する武力攻撃事態等（以下「武力
攻撃事態等」という。）、感染症のまん延その他これらに類する状況への対処として、布勢公園を閉場
し、又は、住民の避難、救援若しくは災害対応のために使用する必要があると県が認めるとき。 

（イ）布勢公園について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法
律第１１２号）第１４８条の規定により県が避難施設として指定をしようとするとき。 

（ウ）布勢公園について、鳥取県及び鳥取市から、鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対
応）及び鳥取市地域防災計画に基づく住民の避難、救援又は災害対応に要する施設としての指定に係
る同意の申し出があったとき。 

エ ウの県の指示に従う場合において、管理費の取扱いその他必要な事項については、県及び指定管理者
が協議の上、決定する。 

オ 地震等の災害に関する警戒情報、武力攻撃事態等に関する警報等が発せられた場合等において、県民
の安全の確保のために布勢公園を閉場する必要があると県が認めるときは、速やかに当該施設を閉場す
ること。 

（２）事故が発生した場合の報告及び公表 

  ア 指定管理の施設、設備等に関する事故が発生し、公表を行う場合は、個人情報保護や警察からの捜

査上の要請、その他特別の事情がある場合を除き、原則として事故発生の情報について、できる限り

速やかに実施すること。 

    なお、状況等により指定管理者が対応できない場合は、県の所管課が公表を行うことがある。 

  イ 指定管理者は、報告、公表について速やかな対応を行うため、非常時の連絡体制について、上位者

への連絡が困難な場合の対応なども含めて点検を行い、適切な体制を整備すること。 

  ウ 指定管理者は、事故等の発生時において、対応に疑義を生じた場合は速やかに所管課に報告し、そ

の指示を仰ぐこと。 

（３）保険の加入 

   公園利用者の事故等に対応するため、施設・設備の不備若しくは管理上のかしがあった場合又は利用指

導上の過失により他人に損害を与えた場合（人身事故や物損事故が発生した場合）において管理者が負担

する賠償金を担保する保険に加入し、事故等が発生した場合に対応すること。加入する保険は、公園内の

すべての施設、区域を対象とするもので、その補償内容が次に掲げる要件を満たすものとする。 

  ア  対人賠償限度額 １名につき   ３０，０００，０００円以上 

                   １事故につき  ３００，０００，０００円以上 

  イ  免責金額    １事故につき        １，０００円以下 

 

８ 人員体制 

（１）管理運営業務を実施するために必要な業務執行態勢を確保するとともに、労働基準法（昭和２２年法律

第４９号）を遵守し、利用者の利便性に考慮し、管理運営を効率的に行うための業務形態にあった適正な

人数の職員を配置すること。 

（２）管理責任者（以下「園長」という。）を１名配置すること。なお、管理責任者が不在であっても管理及

び緊急時の対応が可能な職員を常時１名以上配置すること。 

（３）受付業務には、利用時間中、窓口のある陸上競技場、県民体育館に常時各１名以上配置すること。 

（４）公園利用者にスポーツ・レクリエーションの指導・助言を行い、かつ陸上競技場及び県民体育館のトレ

ーニングルームでの指導等を行うため、（公財）日本スポーツ施設協会公認トレーニング指導士又は（公

財）日本スポーツ協会公認スポーツ指導者の資格を有する専任の職員を１名以上配置すること。 

（５）障がい者スポーツの普及振興を図るため、障がい者スポーツ指導員の資格を有する者を１名以上配置す

ること。 

（６）布勢公園は、第１種公認陸上競技場を有する等、高水準の施設の維持管理が必要とされるため、（公

財）日本スポーツ施設協会公認体育施設管理士（以下「体育施設管理士」という。）の資格を有する職員

を１名以上配置すること。 
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（７）陸上競技場、補助競技場、球技場、多目的広場の芝グラウンドの適正な管理のため、西洋芝（ティフト

ン等）の競技用芝グラウンドを３年以上管理した経験を有する専門職員（グラウンドキーパー）を１名以

上配置すること。 

   ただし、芝グラウンドの管理を第三者に委託する場合には、委託業者にその能力を有する者により管理

させること。なお、この場合においても、指定管理者は、競技用芝グラウンドを通算で３年以上管理した

経験を有する職員を１名以上配置すること。 

（８）布勢公園内の植栽の適正な管理のため、国土交通大臣認定１級造園施工管理技士及び厚生労働大臣認定

１級造園技能士の資格を有する職員を各１名以上配置すること。 

   ただし、植栽の管理を第三者に委託する場合には、委託業者にその資格を有する者により管理させるこ

と。なお、この場合においても、指定管理者は、３年以上の植栽管理経験を有する職員を１名以上配置す

ること。 

（９）その他施設の管理に当たって､本仕様書及び法令等により資格、免許等が必要とされる場合には､必要な

資格者等を配置又は確保すること。 

      なお、資格者等の配置は、上記（４）の専任の職員を除き、県と協議の上、複数の資格等を有する職員

が兼務できること。 

（１０）職員の体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の要望に適切に応えら

れるものとすること。 

（１１）理事以外の役員の職（これに準ずる職を含む。）であって、指定管理者の業務の執行及び財産の状況

の監査を行う職にある２名以上の者に、次に掲げる職務を行わせるものとすること。 

  ア 指定管理者が行う公の施設の管理に係る当該指定管理者の財産及び業務の執行に係る状況を監査する

こと。 

  イ 指定管理者が行う公の施設の管理に係る当該指定管理者の財産の状況又は業務の執行について、法

令、定款若しくは寄附行為（これらに相当するものを含む。）に違反し、又は著しく不当な事項がある

と認めたときには、指定管理者の総会等及び知事等へ報告すること。 

  ウ 上記イの報告をするために必要があると認めるときは、指定管理者の総会等の招集を請求し、又はこ

れを招集すること。 

 

９ その他 

（１）県内発注 

   指定管理者は、管理業務の実施に当たっては、対象経費、金額等にかかわらず県内事業者への発注に努

めること。特に委託、工事請負については、原則として県内事業者に発注すること。 

なお、事業計画書に記載していない委託、工事請負を県外事業者に発注する必要が生じた場合は、あら

かじめ県に協議して承認を受けること。 

（２）障がい者又は高齢者の就労機会の確保 

障がい者、高齢者（６５歳以上）の就労機会の確保、拡大を図るため、以下の事項に留意すること。 

  ア 障がい者及び高齢者の直接雇用に努めることとし、事業計画書に障がい者及び高齢者の雇用計画を可

能な範囲で記載すること。 

  イ 障がい者就労施設及びシルバー人材センター等からの物品、役務の調達に努めることとし、事業計画

書に障がい者就労施設及びシルバー人材センター等への業務委託計画を可能な範囲で記載すること。 

（３）県、関連施設管理者等との連携業務 

  ア 指定管理者の業務範囲である有料公園施設の利用許可、公園施設における行為許可及び占用許可（都

市公園法第７条第１項第６号に規定する仮設工作物に限る。）以外の次の許可については、県がその許

可業務を直接行うため、当該申請及び問い合わせ等があった場合は、速やかに県に連絡すること。な

お、県が許可を行うに当たっては、指定管理者に事前に連絡し、必要な調整等を行うこととする。（行

為許可及び占用許可は、現在、県が行っているが、令和６年４月以降は、指定管理者が行うこととす

る。令和５年度中に県が行った許可のうち、許可期間の終期が令和６年４月以降のものは、指定管理者

が許可したものとみなす。） 

  （ア）公園施設の設置管理許可（都市公園法第５条）又は占用許可（同法第６条（※）） 

     布勢公園内に公園施設又はそれ以外の工作物等を設置等する場合 
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     ※都市公園法第７条第１項第６号に規定する「競技会、集会、展示会、博覧会その他これらに類

する催しのため設けられる仮設工作物」のうち、布勢公園の設置目的の範囲内で設けられる仮設工

作物を設置する場合は指定管理者が許可を行う。 

  （イ）行政財産の目的外使用許可（鳥取県公有財産事務取扱規則（昭和３９年鳥取県規則第２７号）第１

１条） 

  イ 公園管理を円滑に行うために、アの（ア）及び（イ）の許可を受けた者（以下「許可施設管理者」と

いう。）と必要な協議及び連携を行うこと。なお、布勢公園における許可施設管理者は、別添の許可施

設一覧表のとおりである。 

  ウ 指定管理者は、許可施設管理者が管理する施設の建物の管理を行うとともに、許可施設管理者と協議

の上、水道光熱費等の経費を負担させること。 

  エ 許可施設管理者がその職員の通勤のために、指定管理者の管理する公園施設内の駐車場等を使用しよ

うとする場合には、許可施設管理者は、県から都市公園法第５条の設置管理許可を受け、その使用料を

県に納入する必要がある。この場合において、県は指定管理者に公園施設の管理に支障がないことを確

認の上、許可することとしているので留意すること。 

  オ 県がその業務に必要とする資料等の提出を指定管理者に求めた場合は、誠意をもって協力し、及び対

応すること。 

（４）県が実施する工事等 

  ア 指定期間中に指定管理者から施設の改修を伴う提案があった場合においては、その提案の内容に応

じ、県が施設の改修を行うことがある。 

  イ 指定期間中、県において施設の一部を修繕し、又は改修する必要が生じた場合においては、県は指定

管理者と実施時期等を協議することとなるので、指定管理者は県が行う修繕又は改修の実施に協力する

こと。 

（５）記録等の作成・保存 

管理運営並びに経理状況に関し帳簿類等を整理し、県がこれらに関する報告や実地調査を求めた場合に

は、指定管理者は速やかにこれに従うこと。 

   なお、収支状況及び業務記録は、会計年度ごとに帳簿等を作成し、当該帳簿及び証拠書類等は指定管理

期間終了後５年間保存すること。 

（６）守秘義務の遵守 

   指定管理者は、業務上知り得た秘密を第三者へ漏らしてはならない。 

（７）備品の管理 

  ア 指定管理者は、施設の運営に支障を来たさないよう、備品の維持管理を適切に行い、必要な修繕を速

やかに行うこと。 

  イ 県が貸与した備品は県の所有に帰属し、指定管理者の判断により購入した備品は指定管理者の所有に

帰属するものであること。 

    県は、別添の県貸付物品一覧に記載する備品等について、指定管理者と別途貸付契約を締結し、指定

管理者へ無償で貸し付ける。 

    なお、備品の借受者である指定管理者は、当該備品を適正に管理すると共に、県が必要と認めたと

き、又は貸付期間中に１回以上、当該貸付契約上の貸付物品と現物を照合し、その結果を県に報告する

こと。 

    また、貸付物品をき損し、又は亡失したときは、直ちに物品亡失（損傷）報告書により県に報告する

こと。 

ウ 指定管理者は、県が貸与した備品が不用となった場合には、県に返還すること。 

  エ イにより備品の数量等に異動があった場合及び県が新たに備品を貸与した場合は、備品台帳により整

理すること。県の所有備品の管理を適正に行うため、備品の取扱責任者を設置すること。 

  オ  備品のうち公園利用者に貸し出すものは、利用料金を知事の承認を得て定め、指定管理者が定める規

程により貸し出しを行うこと。 

  カ  備品の修繕が必要な場合は、指定管理者の修繕業務（発注１件当たり２５０万円未満に限る）の範囲

で実施すること。 

  キ 備品の更新及び新設を希望する場合は、指定管理者が購入計画を作成し、県に提出すること。 
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    県は、購入の必要性があると判断したものについて購入し、指定管理者に貸与するものとする。 

  ク 県の所有物品については、次の行為をしてはならない。 

  （ア）他の用途に使用すること。 

  （イ）県の許可なく加工、改良を加えること。 

  （ウ）第三者に貸与又は譲渡すること。ただし、事前に県へ協議し、その承認を得た場合を除く。 

  ケ 県が貸与する備品のうち、自動車については、上記のほか次の点についても留意すること。 

  （ア）交通法規の遵守、交通事故の防止及び安全運転を行うとともに、県民の信頼を損なわないように使

用すること。 

  （イ）自動車検査証の有効期間満了前に、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６２条に定め

る継続検査を受検すること。また、加入済みの自動車賠償責任保険及び任意保険の保険料を支払う

こと。 

  （ウ）交通事故により第三者に与えた損害は、任意保険への加入により指定管理者が損害を賠償するこ

と。 

  （エ）（イ）及び（ウ）のほか事故等による修繕に必要となる経費は、指定管理者の負担とすること。 

    ※備品とは、性質、形状を変えることなく、長期間にわたって継続使用に耐える物品及び長期間にわ

たって保存しようとする物品のうち、取得価格が１０万円以上のものをいう。 

（８）鳥取県アーチェリー協会所有の物品の貸付 

   県が鳥取県アーチェリー協会と使用貸借契約を締結している下記の物品については、指定管理者と別途

貸付契約を締結し、指定管理者へ無償で貸し付ける。なお、管理にあたっては、（７）の備品と同様に行

うこと。 

名称 規格 数量 備考 

アーチェリー的台（脚） L1900mm×W1040mm×H125mm(

組立前) 

１３台 アーチェリー協会

所有 

台車（的台運搬用） L1410mm×W803mm×H820mm  ２台 アーチェリー協会

所有 

（９）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の管理 

  ア 県は、施設利用者等が突然の心停止に陥った場合の救命活動が円滑に行われることを目的としてＡＥ

Ｄを設置しており、指定管理者は、職員又は非医療従事者が常時使用できるよう管理を行うこと。 

※ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の概要 

      突然の心停止者の心臓リズムを調べ、蘇生のための電気ショックが必要かどうか自動で判断し、

電気ショックを与えることができる医療機器。 

  イ 指定管理者は、次のとおり維持管理を行うこと。 

  （ア）ＡＥＤを常時使用できるよう、年１回以上定期点検すること。 

  （イ）ＡＥＤを使用した後においては、次回以降使用できることを確認すること。次回の使用ができない

とき又はそのおそれのあるときは、県に報告し、その指示に従うこと。 

  ウ 指定管理者は、ＡＥＤを使用するための講習会を受講した職員を１名以上配置すること。 

（１０）Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム）の取扱い 

  ア 県は、緊急地震速報等を活用して施設利用者や職員の安全確保、地震被害等の軽減を図ることを目的

としてＪ－ＡＬＥＲＴを設置しており、指定管理者は、同システムが有効に活用されるよう理解を深

め、適切に管理運用し、施設利用者の安全確保に努めること。 

※Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム）の概要 

     緊急地震速報のほか津波警報、国民保護に関する情報などを施設内に自動的に放送するシステム。  

  イ 指定管理者は、次のとおり管理運用を行うこと。 

  （ア）速報発表時にとるべき行動を緊急時の対応要領に盛り込み、施設職員に対する周知に努めること。 

  （イ）Ｊ－ＡＬＥＲＴを利用した操作訓練や避難訓練等の実施に努めること。 

（１１）県立施設予約システムの取扱い 
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  ア 県では、県立施設における利用者の利便、施設利用予約業務の効率化を図るため、県立施設予約シス

テム（以下「予約システム」という。）を導入しており、指定管理者は予約システムを利用して予約業

務を行うこと。 

  イ 指定管理者は、予約システムを適正に利用するとともに、システム上の異常、不具合等が発生した場

合は、速やかに県が指定する予約システム運用保守業者又は鳥取県総務部デジタル・行財政改革局行財

政改革推進課に連絡すること。 

  ウ 予約システムに係る運用保守経費は、県が負担する。ただし、帳票のカスタマイズ等については指定管理

者の負担において実施すること。 

（１２）Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐ等の管理について 
各施設のホームページの管理にとどまらず、Ｇｏｏｇｌｅ ｍａｐ等一般県民等が利用をされることが想定される

ツールについても最新情報となるように管理を行うこと。 
なお、情報編集のための権限については県から各施設に権限を付与するが、必要なアカウント等は指定管理者が準

備すること。 
（１３）キャッシュレス決済への対応について 

施設利用者の利便性を確保するため、入館料、利用料金、物販・飲食等の支払方法の一つとしてキャッ
シュレス決済に対応すること。 

（１４）電力の調達 

指定管理施設における電力調達については、今後３年間の電気料金の支払金額の見込み（予定価格）

により、次のとおり対応するよう努めること。 

ただし、予定価格が２０万円に満たない場合はこの限りではない。 

なお、この取扱いは、県の運用に準じて定めているものであり、一般競争入札の方法による電力調達

が可能な場合においては、当該方法によって電力調達を行うことを妨げるものではないこと。 

また、県内事業者への発注機会の増大や県産品の利用促進を図るため、電力調達の際は一般競争入札

の参加資格要件に県内事業者であることを設定したり、随意契約時に県内事業者からも見積りを取るな

ど、積極的な発注に取り組むこと。 

予定価格 電力調達の対応 

１６０万円超 現在の契約期間が終了するまでに自動更新契約を行うことなく、一般電

気事業者及び特定規模電気事業者を対象とした一般競争入札の方法によ

り電力調達の契約を締結する。 

１６０万円以下 随意契約の方法により契約できるが、原則として合見積りの方法により

電力調達の契約を締結する。 

（１５）環境に配慮した施設運営 

   利用者の利便性や適切な施設運営に配慮しつつ、冷暖房、散水等において省エネルギーに努めるととも

に、管理運営上使用する文具や用紙等についても、可能な限り再生原料を使用した製品を使用するなど、

省資源に努めること。また、植栽の剪定木等は、チップ化するなど再利用に努めること。 

（１６）喫煙対策 

   建物内は原則、禁煙とし、必要に応じて分煙対策が施された喫煙コーナーを設置すること。 

（１７）特許権、実用新案権、意匠権等の取扱い 

   指定管理者は、管理運営に当たり、特許権等法により第三者の権利対象となっている手法等を用いる場

合は、指定管理者が必要な手続をし、経費等を負担すること。 

（１８）指定期間終了後の引継ぎ業務 

   指定管理者は、指定期間の終了又は指定の取消等により、次期指定管理者へ業務を引き継ぐ際は、円滑

にかつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、引継ぎを行うとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供

すること。 

（１９）前指定管理期間中に受けた利用申込等の取扱い 

  ア 前指定管理期間中に受けた令和６年４月以降の利用申込については、これを引き継ぐこと。 

  イ 令和６年４月以降に指定管理者が利用料金を値下げすることに伴い、前納の利用料金から返還が生じ

る場合は、利用者に対する有利な遡及であり、指定管理者はその差額を当該利用者に返還すること。な

お、指定管理者が利用料金の値上げをした場合には、当該値上げに伴う追加徴収はできない。 
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  ウ 上記の取扱いは、次期指定管理者の引継ぎにおいても同様とする。 

（２０）職員等の施設内駐車場の使用 

   指定管理者の職員及びその業務の一部の再委託を受けた者の職員が、やむを得ず通勤のため施設内駐車

場等を使用する場合は、あらかじめ指定管理者が県から都市公園法第５条の設置管理許可を受け、その使

用料を県に納入する必要があること。 

（２１）ネーミングライツの取扱い 

   布勢公園の愛称に係る施設命名権（以下「ネーミングライツ」という。）については、令和３年４月１

日から令和６年３月３１日までの契約期間で県、ヤマタホールディングス株式会社及び公益財団法人鳥取

県スポーツ協会との間で契約を締結し、以下の業務を行っているところだが、この契約期間満了後、当該

ネーミングライツが継続され、又は新たなネーミングライツが導入されたときも同様に以下の業務の実施

に協力すること。 

ア 愛称及びロゴ等の定着、周知、普及。 

イ 布勢公園で開催される興行等において、当該興行等の主催者等から愛称及びロゴ等を不使用にしたい

との希望が示された場合は、県に報告すること。 

ウ ４に規定する施設設備の維持管理に関する業務の実施にあわせて、布勢公園内に設置されている愛称

及びロゴ等が添加された標識、施設名表示等の点検を実施し、補修等が必要な場合に県へ報告するこ

と。 

（２２）ドクターヘリ及び防災ヘリコプターの飛行場外離着陸場として使用 

   球技場と中央広場については、ドクターヘリ又は防災ヘリコプターの飛行場外離着陸場として使用する

場合がある。離着陸場として使用する場合は、公園利用者の安全の確保に協力すること。 
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